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北本市立学校適正規模等研究会議設置要綱 

（        ） 

 

（設置） 

第１条 北本市立学校の適正な規模等について研究し、望ましい学校教

育環境の整備に取り組むため、北本市立学校適正規模等研究会議（以

下「研究会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 研究会議は、教育長が作成する北本市立学校の規模等の適正化

に関する基本方針の案に対し、地域の実情に応じた観点及び専門的知

見から意見を述べるものとする。 

 （組織） 

第３条 研究会議は、委員１１人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命す

る。 

⑴ 学識経験者 

⑵ 地域団体関係者 

⑶ 北本市立学校長 

⑷ 市内に住所を有する児童又は生徒の保護者 

⑸ 公募による市民 

⑹ 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

（任期及び失職） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日から平成３１年３月３１日までとす

る。 

（会長及び副会長） 

第５条 研究会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２ 会長は、研究会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

 （会議） 
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第６条 研究会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、

その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

 （関係職員の会議への出席等） 

第７条 研究会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める

ときは、関係職員に対して、資料の提出又は会議への出席を求め、そ

の意見又は説明を聴くことができる。 

（謝礼） 

第８条 第３条第２項に規定する委員が会議に出席した場合には、予算

の範囲内で謝礼を支給することができる。 

 （庶務） 

第９条 研究会議の庶務は、教育部教育総務課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、研究会議の運営に関し必要な

事項は、会長が別に定める。 

 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ この告示は、平成３１年３月３１日限り、その効力を失う。 
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北本市立学校適正規模等研究会議 

 

No 氏
ふり

  名
がな

 選出区分 備考 

１ 金
かね

 子
こ

 美智雄
み ち お

 学識経験者 
元埼玉県教育局 

南部教育事務所所長 

２ 清
し

 水
みず

   誠
まこと

 学識経験者 埼玉大学名誉教授 

３ 浅
あさ

 野
の

   勉
つとむ

 地域団体関係者 自治会連合会 

４ 峯
みね

 尾
お

 敏
とし

 之
ゆき

 地域団体関係者 自治会連合会 

５ 石
いし

 塚
づか

 富美江
ふ み え

 北本市立小学校長 小・中学校校長会 

６ 加
か

 藤
とう

 秀
ひで

 樹
き

 北本市立中学校長 小・中学校校長会 

７ 加
か

 藤
とう

 潤
じゅん

 一
いち

 
市内に住所を有する

児童の保護者 

ＰＴＡ連合会 

副会長（児童） 

８ 醍
だい

 醐
ご

   隆
たかし

 
市内に住所を有する

生徒の保護者 

ＰＴＡ連合会 

副会長（生徒） 

９ 奥
おく

 山
やま

 美
み

 加
か

 公募による市民 ― 

10 萩
はぎ

 原
わら

 愛
あい

 香
か

 公募による市民 ― 

11 針
はり

 谷
がや

 紀
のり

 子
こ

 
教育委員会が必要と

認める者 
教育センター 

        任期:平成３０年８月１日～平成３１年３月３１日 

 

 


